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１．はじめに

激変する環境の中，多数の研究者によって組

織のパフォーマンスを最大化するための研究が

行われてきた。新製品開発のパフォーマンスを

高めるための研究も例外ではない。新製品開発

は多くの企業の戦略において中心となるもので

あり，企業の生存をかけた新製品開発も少なく

ない現状である。特に最近では，新製品開発の

機会の減少，投資の制限，一方では新製品の必

要性の増加などにより製品開発の生産性を高め

るための，製品開発の効率性１や効果性２に関心

が集まっている（McGrath，２００４）。そのよう

な製品開発は，製品開発を行う企業及び組織の

外部環境と内部環境を含む環境の変化などによ

り，さまざまなリスク（高橋 隆一，２００２）や

不確実性に囲まれていることになる。そのた

め，企業および組織は，環境の変化に合わせ

て，リスクや不確実性などを上手くコントロー

ルして，製品開発の効率性，効果性をあげるこ

とでパフォーマンスを向上させなければならな

い。

製品開発パフォーマンスの向上については，

最近まで多くの研究が製品開発の不確実性と

MCS（Management Control Systems）に関連して

行われてきた。（e. g., Williams & Seaman, 2002;

Sandström & Toivanen, 2002; Davila, 2000;

Abernethy & Brownell, 1997; Perrow, 1967）。こ

れらの全ての研究は，製品開発パフォーマンス

を増加させるために不確実性や戦略にフィット

する情報や組織の構造化が必要であることを示

唆している。

Abernethy & Brownell（１９９７）は，タスクの

不確実性（分析可能性，例外数）がもっとも高

いところでは人的コントロールの形態がより効

果的であると提案している。また，彼らの研究

結果は，異なる状況（不確実性や組織構造な

ど）の下では異なるコントロールシステムが効

１ 効率性（Efficiency）：インプットをアウトプットに変
換するときのリソース利用の程度（浅田編，２００５）

２ 効果性（Effectiveness）：目標に対する達成度（浅田
編，２００５）

新製品開発プロセスのコントロールのための
情報利用について

金 宰 ・浅 田 孝 幸

要 約

新製品開発のパフォーマンスを高めるために多くの研究がこれまでに行われてきた。本研究はそれ
らの一連研究の一つであり，製品開発プロセスコントロールのためのプロジェクトの不確実性と製品戦
略，そして関連情報利用との間での関係を検証したものである。特に情報の効率的な利用を検証するた
めに，製品開発戦略での情報利用と，製品開発不確実性との相互作用効果を検討した。製造業１０３社か
らのアンケートデータを用いて，実証分析を行った結果，各企業の類型化された製品開発戦略別での広
範囲情報の利用と細分化された特定情報の利用との差は検証されなかったが，しかし状況によって利用
されている情報の種類に有意な差がある事は検証された。

キーワード：新製品開発，マネジメント・コントロール，不確実性，情報マネジメント
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果的であることを示唆している。Chong, V, K

（１９９６）は，またタスクの不確実性とMAS

（Management Accounting Systems）のパフォー

マンスに対する相互関連性について検証してい

る。彼の研究結果によると，広範囲のMAS情

報がタスク不確実性の高い状況下で効果的であ

るとの結果を表している。そして Chang（２００３）

らは，NPD（New Product Development：新製品

開発）のパフォーマンスに対するタスクの不確

実性と情報との相互効果を検証している。その

他には製品開発のパフォーマンス向上のために

は，外部情報の重要性（Frishammarl and Hörte，

２００５），新製品開発戦略の適合性（John & Mohan，

２００４），更に，製品開発のための財務情報と非財

務情報の有用性に関した研究（Sandström and

Toivanen，２００２）が行われている。

実際に製品開発を行っている企業は，製品開

発プロセスの流れの中でさまざまな情報を入

手，利用している。製品開発の不確実性から，

予算やコストなどの財務情報を始め，市場，顧

客に関する情報，技術に関する情報，製品規制

に関する情報などのさまざまな非財務情報が存

在する。そのため，企業及び組織は，製品開発

と関連するさまざまな情報を効率的かつ効果的

に利用しなければならないのである。しかし，

必要以上に過多な情報が利用されたり不適切な

情報が利用されたりすることが原因で意思決定

が混乱してしまい，その結果，パフォーマンス

が低下させてしまうようなことは避けなければ

ならない。

このような観点から，製品開発プロセスの中

で，必要性に応じて，適切な情報が適合的に利

用されることが求められる。また，製品開発を

取り巻く不確実性の性質及びその特徴から，製

品開発戦略などによって，どのような情報が必

要であり，どのような情報が必要でないかを把

握する事も必要である。

以下の本研究の流れは，次のようになってい

る。まず，本研究の理論的な構成を詳しく述べ

て，次に研究方法，実証分析の結果，そして最

後に，結論と本研究の限界を述べることにす

る。

２．理論的構造

製品開発の成果を挙げるため，企業または組

織はその製品の目指すべき成果に合わせて，戦

略（品質戦略，コスト戦略，時間戦略，そして

環境戦略など）を設けることになり，それに

従って，製品開発プロセス（新製品企画，製品

設計，試作・評価，生産準備：Davila，２０００；

小原重信・浅田孝幸・鈴木研一，２００４）を進行

させている。しかし，様々なリスクや不確実性

に囲まれている製品開発プロセスがいつも順調

に進行することはほとんどない。企業は，製品

開発プロセスを取り巻く不確実性をコントロー

ルしようと様々な情報を利用する。製品開発プ

ロセスを取り巻く不確実性の中には，マーケッ

トの不確実性（Calantone 他，２００３；Davila，

２０００；Mullins & Sutherland，１９９８）や製品に関

する規制の変化などのような組織外部的不確実

性，並びに技術的な不確実性（Calantone他，

２００３；Davila，２０００）や内部の生産体制の変化

などのような組織内部的不確実性が存在する

（図２．１）。

Chong, V, K（１９９６），Changの他（２００３），そ

して Abernethy & Brownell（１９９７）の研究では

不確実性をタスクの分析可能性とタスクの例外

の数により定義している。これらの研究はタス

クの不確実性をコントロールするための情報利

用の有用性を明らかにしている。特に Chong,

図２．１． 製品開発の現状
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V, K（１９９６）の研究は広範囲のMAS情報の不

確実性との相互関連性を検証したものである。

そして，Changの他（２００３）の研究は広範囲情

報が不確実性の高い状況下で，顧客に対する満

足度向上に有用であると提案している。また，

一方で，Abernethy & Brownell（１９９７）の研究

は，Perrow（１９６７）の研究を基にタスクの特徴

（分析可能性と例外の数で区別された）の違い

によって，情報利用などを含む異なるコント

ロールシステムが必要であることを明らかにし

ている。

一方，Davila（２０００）の研究は，Chong, V, K

（１９９６），Changの他（２００３），そして Abemethy

& Brownell（１９９７）の研究とは違って，パフォー

マンスに対してより具体的で，そして戦略や組

織構造などを含む，より数多い変数を用いてい

る。彼の研究では戦略や不確実性，そして組織

構造の差によって異なる情報が有用であること

が示されている。

これらの研究（e.g., Chong, V, K，１９９６；Chang

の 他，２００３；Abernethy & Brownell，１９９７；

Davila，２０００）の共通点は不確実性のコント

ロールにおいての，情報の有用性を検証したと

ころである。しかしながら，Chong, V, K（１９９６）

と Changの他（２００３）の研究では広範囲情報

の有用性は検証できたものの，戦略や不確実性

（タスクの不確実性ではなく，組織内外の変化

による不確実性）のそれぞれの特性に合わせた

情報の利用は考慮されていない。一方，Davila

（２０００）は戦略や不確実の特性による情報利用

は考慮に入れながら，Chong, V, K（１９９６），Chang

の他（２００３）と Abernethy & Brownell（１９９７）と

は異なって，組織構造などの変数も考慮してい

る。

本研究の目的は製品開発プロセスコントロー

ルのための，戦略や不確実性の，その特色に合

わせた，情報の効果的及び効率的な利用形態を

探ることである。

そこで，製品開発パフォーマンスの向上を考

慮した時，外部環境やそれに対する戦略

（Calantone, Garcia, and Dröge，２００３），マー

ケットの変化（Mullins and Sutherland，１９９８），

外部情報（Frishammar1 and Hörte，２００５），そし

て組織の構造（Davila，２０００）など，製品開発

プロセスに影響を及ぼすすべての変数を考慮し

なければならないとのことは事実である。しか

し，本研究の限界とも言えるが，今回の研究で

は，Chong, V, K（１９９６）と他の研究者によっ

て検証された不確実性と広範囲情報との相互作

用効果，そして Davila（２０００）による詳細な情

報の様々な状況に合わせた場合での情報利用効

果を比較検証するために，あえて組織構造など

の変数を排除して，製品開発プロセスを取り巻

く不確実性と企業及び組織の製品開発戦略と情

報利用の関係だけをみることにする。そうする

事で，状況に合った情報の効率的，効果的利用

形態を明らかにすることである。

本研究の検証内容を要約すれば，以下のよう

になる。

製品開発プロセスコントロールのための情報

利用の効率性・効果性をあげるためには，それ

ぞれの状況に沿った，情報を利用しなければな

らない。また情報の効率性の視点からも必要な

情報だけを適切に扱うことは大事であろう。こ

のような側面から本研究はさまざまな戦略，そ

して製品開発を取り巻くさまざまな不確実性と

製品開発プロセスで利用されるだろうと思われ

る情報との相互関連性を検証する。それから情

報の効率的な利用のため，どのような情報がど

のような状況の下で，利用されるべきであるか

を検証する。そのため，以下の４つの仮説検証

を行う：

仮説�：特定の不確実性と広範囲情報利用の
パフォーマンスとは関連性を持って

いる。

仮説�：特定の製品開発戦略と広範囲情報利
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用のパフォーマンスとは関連性を

持っている。

仮説�：不確実性と戦略に対してある特定の
情報が利用されている。

仮説�：製品開発戦略や不確実性に対応して
特定の情報の利用とパフォーマンス

とは関連性を持っている。

以上の４つの検証から次の二つのことが予測

できると思われる。検証�と�から，様々な，
情報利用が，特定の製品開発戦略あるいは，製

品開発を取り巻く特定の不確実性に対してどう

影響するかが予測できると思われる。また，検

証�と�からは製品戦略と不確実性に対してパ
フォーマンスを向上させるため，どのような特

定の情報が必要であり，そしてどのような情報

はそうでないかに関する情報の利用について，

その関連を予測できるだろうと思われる。最後

に，４つの検証を比較することで，不確性と戦

略を含む状況による広範囲的情報利用と特定情

報利用の効率性及び効果性に対する答えが得ら

れるかもしれない。

３．研究方法

東証一部上場の製造業９５４社に質問紙を２００５

年発送（浅田・山根，２００６）して，１０５社から

回答３を受けた。その中，有効回答数は１０３社

（有効回答率１０．８％）で，業種別から見ると，

機械が１５．５％，化学工業，建設がそれぞれ

１０．７％，食品７．８％，電子機器，自動車及び自

動車部品，精密機器が共に６．８％で，繊維（３．９

％），鉄鋼業（３．９％），パルプ・紙（２．９％），

ゴム（２．９％），非金属及び金属製品（２．９％），

医 薬 品（１．９％），鉱 業（１．９％），造 船（１．０

％），電力（１．０％），ガス（１．０％），その他輸

送用機器（１．０％），その他製造業（１０．７％）の

順であった。質問表は主に企業の概要，製品戦

略，サプライヤーとの関係，製品開発を取り巻

く不確実性，製品開発プロセスでの情報利用形

態，そして製品開発パフォーマンスなどの項目

で構成されている。

３ 調査に対する基本的記述統計は浅田孝幸・山根里香
（２００６）を参考，また調査のために利用した質問表
の項目の選択もこれと同一である。

表３．１． 製品戦略因子分析結果

変数 質問項目 １ ２ ３ ４
Cronbach
のアルファ

品質戦略 顧客の望む利便性をターゲットにする ．８８０
顧客ニーズを達成する ．７５２ ．８１６
顧客フレンドリーな製品を設計する ．５６０

コ ス ト
戦 略

低コストの製品を設計する ．８９９
コスト目標を達成する ．６３４ ．７６６
顧客の望む価格をターゲットにする ．５５０

時間戦略 スケジュールを達成する ．９１２
市場投入までの期間を削減する ．４８５ ．６７４
顧客の望む時期をターゲットにする ．４５７

環境戦略 製品のライフサイクルにわたる環境負荷を削減する ．９３３
リサイクル工程における課題も検討して開発に盛り
込む

．６９０ ．７２９

法規制や業界標準を超えた環境対応を達成する ．４３４
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３．１． 変 数

３．１．１． パフォーマンス

製品開発パフォーマンス（Cronbachのアル

ファ：０．８６９）は全体的な製品開発パフォーマ

ンスがどの程度達成できたかを測定するため

に，異なる側面から構成されている１３個の質問

項目（Appendix A）によって測定された。項目

は５つのカテゴリー（顧客，財務，プロセス，

企業レベル，プログラム：Abbie & John，１９９６）

に，最近重視されている環境に対する尺度を加

えた物で構成した。全ての項に対して主成分分

析を行い項目間の関係性を検証している。なお

各項目は該当度を５段階（０：該当しない～

５：達成）で評価してもらうように設定した。

３．１．２． 製品戦略

製品戦略を測定するために，５段階（１：検

討しない～５：よく検討した）で評価した全て

の質問項目，１２項目に対して因子分析（表３．１．

主因子法，プロマックス回転）を実施した。

その結果，４つの変数が抽出された：品質戦略

（顧客に対する），コスト戦略，時間戦略，環

境戦略。

３．１．３． 不確実性

製品開発を取り巻く状況の中，どのような項

目が不確実性として認知されているかを把握す

るために，不確実性は５段階（１：検討しない

～５：よく検討した）による評価で測定され

た。各項目に対して因子分析（表３．２．主因子

法，プロマックス回転）を実施し，３つの変数

が抽出された：外部基準不確実性，製品技術不

確実性，内部生産方針・体制不確実性。

３．１．４． 情報

本研究の目的に沿った分析に備えて製品開発

プロセスに利用される情報利用に関しては，製

品開発プロセスにおいての利用度に対して５段

階（１：定期的に～５：頻繁に）の評価をした

データを基にしている。更に，広範囲情報と細

分化された特定の情報に分けて，それぞれの分

析目的に合わせて利用している。広範囲情報

（Cronbachのアルファ：０．９４８）に対して分類

するために，情報に関する全ての質問項目に対

して主成分分析を行った。

情報を特定の細分化された情報に分類するた

表３．２． 不確実性因子分析結果

変数 質問項目 １ ２ ３
Cronbach
のアルファ

外部基準
不確実性

・行政との協力の必要性が高まった ．８６０

．７２７

・業界内における交流や、業界基準設定への関与の必要性が
高まった

．７１６

・製品の顧客として、従来の顧客以外にもグリーンコン
シューマーなどを意識した

．５４２

・製品開発の段階で、NGOや NPOなどの利害関係者との交
流の必要性が高まった

．４４５

製品技術
不確実性

・既存製品技術と新技術のすり合わせは大きな問題であった ．８５８

．７３４
・製品技術と製造技術のすりあわせは大きな問題であった ．７３２
・製品開発で採用された技術は、従来とは違う新技術が適用
されている

．５０４

・製品には新しい部品が多く採用されている ．４２２

内部生産
方針・体制
不確実性

・当該製品は、他社と比較していち早く市場に投入された ．６１８
．４２０・製品開発の組織は、従来とは違う新しい組織体制で行われ

た
．４２３
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めには，因子分析（主因子法，プロマックス回

転，Appendix B）を実施した。以上の手続きを

したあと，この因子分析からは７つの因子（市

場（顧客）関連情報，環境基準関連情報，製品

ライフサイクル情報，製品部品・仕様情報，ス

ケジュール情報，プロフィット・コスト情報，

予算情報）が抽出された。

４．結 果

表４．１．は戦略と不確実性と間での相関係数を

表している。外部基準不確実性は環境戦略と統

計的に有意な正の相関（０．３０５）があると示さ

れている。この戦略は他の品質戦略やコスト戦

略，そして時間戦略に比べて，外部の基準など

の影響が高い事を示唆している。

製品技術不確実性は品質戦略と統計的に有意

な正の相関（０．４７１）があると示されている。

これは品質戦略がコスト戦略と環境戦略に比べ

て，より高い生産技術的パフォーマンスを要求

することと解釈できよう。

４．１． 不確実性と広範囲情報利用の相互作用

それぞれの三つの不確実性（外部基準不確実

性，製品技術不確実性，内部生産方針・体制不

確実性）と広範囲情報利用との相互関連性を測

定するため，次のような回帰モデルを用いた：

P＝b０＋b１Xi＋ b２Y１＋b３Xi Y１ �

P はパフォーマンス，b は回帰係数，Xiは各

不確実性（外部基準不確実性 i＝１，製品技術

不確実性 i＝２，内部生産方針・体制不確実性

i＝３），Y１は広範囲情報利用，そして Xi Y１は各

不確実性と広範囲情報利用間の相互作用効果を

表す。

表４．１． Pearson の相関係数

品質戦略 コスト戦略 時間戦略 環境戦略
外部基準
不確実性

製品技術
不確実性

コスト戦略 ・
時間戦略 ・ ・
環境戦略 ・ ・ ・
外部基準不確実性 ０．１１６ －０．０９７ ０．０３１ ０．３０５（＊＊）

製品技術不確実性 ０．４７１（＊＊） ０．１４０ ０．３３０（＊＊） ０．１８８ ０．１８２
内部生産体制不確実性 ０．２５３（＊） ０．１３７ ０．２５９（＊＊） ０．０００ ０．１２５ ０．３０３（＊＊）

（注）＊＊は１％水準で有意（両側），＊は５％水準で有意（両側）

表４．２． 検証１aの結果

変数 � t P VIF

外部基準不確実性 ．２４１ ２．０８２ ．０４２ １．２７１
情報利用 ．４３６ ３．８３１ ．０００ １．２３４
相互作用 －．１５６－１．４９６ ．１４０ １．０３６

R２＝０．３４９；Adjusted R２＝０．３１７；F＝１１．０７３；P −value
＝０．０００

表４．３． 検証１bの結果

変数 � t P VIF

製品技術不確実性 ．２０６ １．８３９ ．０７１ １．２４５
情報利用 ．４４７ ４．０２３ ．０００ １．２２６
相互作用 －．２０２－１．９９４ ．０５１ １．０１８

R２＝０．３７５；Adjusted R２＝０．３４５；F＝１２．４１６；P −value
＝０．０００

表４．４． 検証１cの結果

変数 � t P VIF

内部生産方針・
体制不確実性

－．０１１ －．１０２ ．９１９ １．１４５

情報利用 ．５１１ ４．６８４ ．０００ １．０９７
相互作用 －．２０１－１．８６３ ．０６７ １．０７８

R２＝０．３２９；Adjusted R２＝０．２９６；F＝１０．１２１；P −value
＝０．０００
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�P＝b０＋b１X１＋b２Y１＋b３X１Y１

（外部基準不確実性＋広範囲情報利用）

�P＝b０＋b１X２＋b２Y１＋b３X２Y１

（製品技術不確実性＋広範囲情報利用）

�P＝b０＋b１X３＋b２Y１＋b３X３Y１

（内部生産方針・体制不確実性＋広範囲情報

利用）

表４．２．－４．４．は回帰分析の結果である。仮説

�はパフォーマンスに対する不確実性と情報利
用の相互作用の影響についての検証であった。

正の相互関連効果を表すため，相互作用（Xi

Y１）係数は正の係数（b３＞０）が必要（Chong,

V, K., 1996; Chang et al.，２００３）になる。検証１

a－cで分かるように各不確実性と広範囲情報

利用との正の相互作用は示されていない。

４．２． 製品戦略と広範囲情報利用の相互作用

次に，製品戦略と広範囲情報利用の相互関連

性の検証をするために，以下のようなモデルを

用いた：

P＝b０＋b１Xi＋b２Y１＋b３Xi Y１ �

P はパフォーマンス，b は回帰係数，Xiは各

製品戦略（品質戦略 i＝１，コスト戦略 i＝

２，時間戦略 i＝３，環境戦略 i＝４），Y１は広

範囲情報利用，そして Xi Y１は各製品戦略と広

範囲情報利用間の相互作用を表す：

�P＝b０＋b１X１＋b２Y１＋b３X１Y１

（品質戦略＋広範囲情報利用）

�P＝b０＋b１X２＋b２Y１＋b３X２Y１

（コスト戦略＋広範囲情報利用）

�P＝b０＋b１X３＋b２Y１＋b３X３Y１

（時間戦略＋広範囲情報利用）

�P＝b０＋b１X４＋b２Y１＋b３X４Y１

（環境戦略＋広範囲情報利用）

表４．５．－４．８．は検証結果を表している。仮説

�はそれぞれの戦略の下で，広範囲情報利用と
パフォーマンスの間に正の関係があるかどうか

を検証する。従い，相互作用についての係数は

正（b３＞０）にならなければならない。相互作

用係数が負か有意ではない（表４．５．－４．８．）た

め，製品戦略と広範囲情報利用の間での正の相

互関連効果は検証されなかった。しかし，相互

作用係数は有意ではなかったが，すべての検証

で，情報利用がパフォーマンスに対して明確に

影響を与えていることが推察できる。

表４．５． 検証２aの結果

変数 � t P VIF

品質戦略 ．２５７ ２．０５４ ．０４４ １．５９６
情報利用 ．３８７ ３．２７５ ．００２ １．４２７
相互作用 －．１５４－１．４５１ ．１５２ １．１４４

R２＝０．３８２；Adjusted R２＝０．３５３；F＝１２．９８５；P −value
＝０．０００

表４．６． 検証２bの結果

変数 � t P VIF

コスト戦略 ．２０１ １．８８２ ．０６４ １．０７９
情報利用 ．５４３ ５．２８１ ．０００ １．００４
相互作用 ．５４３ ５．２８１ ．１４９ １．０８３

R２＝０．３３６；Adjusted R２＝０．３０４；F＝１０．６３１；P −value
＝０．０００

表４．７． 検証２cの結果

変数 � t P VIF

時間戦略 ．１９５ １．７４２ ．０８６ １．２４２
情報利用 ．４２９ ３．９０５ ．０００ １．１９９
相互作用 －．１８０－１．７２９ ．０８９ １．０７１

R２＝０．３６４；Adjusted R２＝０．３３４；F＝１２．０４２；P −value
＝０．０００

表４．８． 検証２dの結果

変数 � t P VIF

環境戦略 ．３６１ ３．６８５－１．６８５ １．０６８
情報利用 ．４５８ ４．６６３ ．０００ １．０７３
相互作用 －．１６０－１．６８５ ．０９７ １．００６

R２＝０．４３４；Adjusted R２＝０．４０８；F＝１６．１３５；P −value
＝０．０００

－ 58 － Vol.56 No.4大 阪 大 学 経 済 学



４．３． 製品戦略と不確実性による情報の利用形

態

情報の利用と製品戦略，そして製品開発不確

実性の関係を検証するために，次のような回帰

モデルを利用する：

情報利用＝ f（戦略，不確実性） �

表４．９．は七つの情報のタイプに対する回帰分

析結果である。外部基準不確実性が高くなると

環境基準関連情報と製品ライフサイクル情報利

表４．９． 検証３の結果

従属変数

独立変数

市場（顧客）
関連情報

環境基準
関連情報

製品ライ
フサイク
ル情報

プロフィ
ット・コ
スト情報

スケジュ
ール情報

製品部品
�

仕様情報
予算情報

不確実性

外部基準 ．０２８ ．５２７＊＊＊ ．２２４＊ ．０５６ ．０６０ ．０３３ ．１７１
製品技術 ．２０２＊ ．０６３ ．１６３ ．０３１ ．２４０ ．２８７ ．０００
内部生産方針・体制 －．０３６ －．０５４ －．０６３ ．２０２ ．３２５ ．０５０ ．１８１
製品戦略

品質戦略 ．３７３＊＊ ．０９４ ．２１２ ．４２３＊＊ ．１６３ ．３０５＊ ．３０９＊

コスト戦略 －．０６５ －．１０３ －．０３８ －．１２３ －．１４１ －．１３２ －．０９４
時間戦略 ．２３２＊ ．２４１＊ ．０４５＊ －．１６６ ．１０９ －．０１２ －．２９１＊

環境戦略 －．１８２ －．０６０ ．１５６ ．０４３ ．０３４ ．０８１ ．０４４

R２ ．３５１ ．４２６ ．２８０ ．２１４ ．３６８ ．２８４ ．１６６
Adjusted R２ ．２７８ ．３６２ ．２００ ．１２７ ．２９８ ．２０５ ．０７４
N ７１ ７１ ７１ ７１ ７１ ７１ ７１

（注）各数値は標準化係数。＊p＜０．１，＊＊p＜０．０５，＊＊＊p＜０．０１

表４．１０． 検証４の結果

変数（相互関連） � t P VIF

外部基準不確実性＋環境基準関連情報 －０．１１９ －１．０７１ ０．２８８ １．１２１
R２＝０．２８３；Adjusted R２＝０．２５０；F＝８．５５１；P −value＝０．０００

製品技術不確実性＋製品部品・仕様情報 －０．２１１ －１．９０４ ０．０６１ １．０５３
R２＝０．２３９；Adjusted R２＝０．２０４；F＝６．８１７；P −value＝０．０００

製品技術不確実性＋市場（顧客）関連情報 －０．３３３ －３．２７１ ０．００２ １．００４
R２＝０．３２８；Adjusted R２＝．２９７；F＝１０．５６０；P −value＝０．０００

品質戦略＋市場（顧客）関連情報 －０．２８１ －２．６１９ ０．０１１ １．１５１
R２＝０．３３９；Adjusted R２＝０．３０９；F＝１０．２８９；P −value＝０．０００

品質戦略＋プロフィット・コスト情報 －０．１０３ －０．９４７ ０．３４７ １．１１４
R２＝０．２９６；Adjusted R２＝．２６４；F＝９．２５８；P −value＝０．０００

コスト戦略＋プロフィット・コスト情報 －０．０４５ －０．３７７ ０．７０７ １．０５６
R２＝０．１２３；Adjusted R２＝０．０８３；F＝３．０９２；P −value＝０．０３３

時間戦略＋市場（顧客）関連情報 －０．３１７ －２．８９８ ０．００５ １．０９２
R２＝０．２７７；Adjusted R２＝．２４４；F＝８．４１１；P −value＝０．０００

環境戦略＋環境基準関連情報 －０．２０８ －２．１６０ ０．０３４ １．０３７
R２＝０．４０７；Adjusted R２＝０．３８０；F＝１５．１１３；P −value＝０．０００
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用が高くなる傾向がある。そして製品技術不確

実性が高くなると市場（顧客）関連情報利用が

高くなる。次に品質戦略をとると市場（顧客）

関連情報，プロフィット・コスト情報，製品部

品・仕様情報，予算情報の利用が高くなること

が示されている。最後に時間戦略をとる場合は

市場（顧客）関連情報，環境基準関連情報，の

利用度は高くなる一方，予算情報利用はその逆

である事がわかる。

４．４． 製品戦略・不確実性と各情報の相互関連

性

次に戦略，そして不確実性と特定の情報との

相互関連性を検証するために以下のようなモデ

ルを用いる：

パフォーマンス＝

f（戦略，不確実性，情報，相互関連） �

表４．１０．はパフォーマンスに対する戦略及び

不確実性と細分化された特定の情報との（相互

関連）関係だけを表した結果である。検証�と
�で用いられた広範囲情報を７つの情報に細分
化して，どのような特定の情報がどのような状

況（戦略，不確実性）の下で製品開発パフォー

マンスに対して相互作用効果を表すのかを検証

したものである。検証対象は検証�で有意な正
の相関を示した変数（例えば，外部基準不確実

性と環境基準関連情報（０．５２７））と検証�では
相関を示さなかったが，相互作用効果があるだ

ろうと推測できそうなもの（例えば，コスト戦

略とプロフィット・コスト情報）を検証対象と

して選択した。

検証�の結果（表４．１０．）からは各製品戦略
や各不確実性と細分化された特定の情報との正

の相互作用（相互作用係数が負か有意ではな

い）は見られなかった。表４．１０．には示されて

いない変数間での相互作用効果も確認できな

かった。しかし，検証�と�の結果と同様にそ
れぞれの情報がパフォーマンスに対して明確に

影響を与えていることは分かった。

５．結論・限界

本研究の目的は，製品開発プロセスのコント

ロールのための情報の効率的，効果的な利用形

態を検証することである。そのために，４つの

検証を行った。まず，広範囲情報利用の特定製

品開発戦略（品質戦略，コスト戦略，時間戦

略，環境戦略）と特定の不確実性（外部基準不

確実性，製品技術不確実性，内部生産方針・体

制不確実性）に対する影響を検証するために仮

説�と�の検証を行った。そして，広範囲の情
報を再び細かく７つの情報に分類して，製品開

発パフォーマンス向上のために製品開発戦略と

不確実性に対してどのような情報が必要であ

り，どのような情報がそうでないかを検証する

ために仮説�と�の検証を行った。
その結果，検証�と�からは，パフォーマン

スに対して広範囲情報利用がなんらかの影響を

与えているとの事は検証されたが，広範囲情報

利用とそれぞれの戦略や不確実性との正の相互

作用効果（相互作用係数が負か，有意でないた

め）は検証出来なかった。そのため戦略や不確

実性の違いによる広範囲情報の有効性に対する

差の検証は出来なかった。

検証�と�では，戦略と不確実性の違いに
よって利用されている情報が異なっているとの

検証はできたものの，特定の情報と各戦略や各

不確実性とのパフォーマンスに対する相互作用

効果は検証されなかった。例えば，特定情報利

用の面についての結果からは，企業及びその組

織が製品開発に関連して品質戦略をとった場

合，その戦略をとった企業及び組織は，顧客を

含む市場に対して製品の品質を満足させようと

して，その結果，製品技術に関する不確実性が

高くなる，それで市場関連，製品部品・仕様な

どの情報の利用が高くなる傾向が現れると解釈

できる。そして外部基準不確実性が高くなる
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と，製品と関連する外部規制などと関係がある

情報の利用が高くなる傾向も見える。一方，相

互関連効果については，広範囲情報利用に対す

る検証結果と同じく，各戦略や各不確実性と特

定の情報との正の相互作用効果（相互作用係数

が負であるため）は検証されなかった。

以上４つの検証結果を要約すると，まず，製

品戦略や高くなる不確実性によって，異なる情

報が利用されているという事は検証（仮説３）

された。次に製品開発のパフォーマンス向上

に，情報（広範囲情報と特定情報）利用が，影

響を与えていることも検証された。しかし，広

範囲情報と特定の情報の利用が，共に特定の戦

略や特定の不確実性が高くなる状況下で，パ

フォーマンス向上に対して相互作用効果を持つ

か否かについては検証されなかった。このよう

なことから，残念ながら，本研究の目的であっ

た情報の効率的，効果的利用に関する問題を明

らかにすることが出来なかった。

その理由としていくつかの要因が考えられ

る。まず，本研究の構造的観点から考えられる

ものとして，本研究は環境配慮製品開発のため

のマネジメントと従来の製品開発マネジメント

の差異を意識した研究であるという点で一般的

な戦略製品開発マネジメントの構造を明らかに

するための質問項目設定のためには限界がある

と思われること。更に，本研究の基礎として参

照した Davila（２０００）の研究では（例：コスト

戦略とコストに関する情報との相互作用，そし

て顧客戦略と顧客情報との相互作用），正の相

互作用関係が検証されたという結果だけから，

情報の相互作用効果は情報利用だけではなく，

組織的構造のような組織背景も変数の要素とし

て考慮すべきであると柔軟に解釈していると考

えられる点である。

一方で，企業や組織が例えば，環境戦略を

とったとしても，環境基準などに関する情報

は，既に製品開発のベースになっているため，

その情報の利用がパフォーマンスに大きくには

影響しないとの事で，相互効果が検証できな

かったかもしれない。即ち，ある特定の戦略を

とった時，利用されるだろうと思われる情報は

既にその戦略の基盤になっているとも解釈でき

るだろう。同じく特定の不確実性に対しても同

様の観点から解釈できるだろう。

最後に Frishammarl and Hörte（２００５）の研究

でも述べられているように，製品開発のパ

フォーマンス向上のためには相互作用より，組

織間のコラボレーションが重要である

（Kahn，１９９６）とのことが本研究でも示唆さ

れているかもしれない。これはある状況での情

報の入手や利用などによる相互作用効果より

も，部門間，及び組織間でのコミュニケーショ

ンや情報の共有などの要素が製品開発パフォー

マンスには，より大切であるとのことを意味す

るかもしれない。

以上，本研究の目的であった情報の効率的，

効果的利用については満足できるような結果は

検出されなかったが，上に記述されているよう

な事が指摘できたという点で，本研究は一定の

新たな知見を得たということが出来よう。

（大阪大学大学院経済学研究科博士後期課程）

（大阪大学大学院経済学研究科教授）

APPENDIX A.

NPD パフォーマンス項目

１．想定した製品の仕様

２．コスト目標

３．市場投入

４．プロジェクトの予算目票

５．顧客ニーズの充足

６．事業の成功

７．高い市場シェア

８．新市場の創造

９．新製品ラインの創造

１０．新技術の開発
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１１．新技術を扱う組織能力の増大

１２．新技術の他製品への転用

１３． 環境基準の達成
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Managing Information for New Product Development process

Jae Wook Kim and Takayuki Asada

Recent many studies have examined to raise performance of new product development (NPD). This

study investigates the relationship between NPD uncertainty, product strategy and information for

NPD process control. To test the effective use of information, this study examines the interactive

effect of product strategies (uncertainty) and information use on NPD performance. The data from 103

manufacturing industry were analyzed. The results show that the difference with the use of wide

information under each situation and the use of subdivided specification information was not

inspected, but, that used information, however, was different was inspected by the situation.

Keyword: new product development, management control, uncertainty, information

JEL classification: M14, M49, O32
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